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要　約

日本は「中技術国の罠」
から抜け出せるか
～Ｒ＆Ｄ投資規模より配分の転換を～

政策調査部　溝端 幹雄

日本のＲ＆Ｄ投資総額は 2024 年に名目 22.1 兆円、ＧＤＰ比 3.6％と
主要先進国の中でも高い水準にあるが、生産性の水準や伸び率は低い。こ
の矛盾の背景には、投資配分がある。日本や欧州はＲ＆Ｄ投資の約半分が
自動車関連などの「中技術」に配分されており、特に日本は「中技術」に偏っ
ている。「中技術」では売上規模が拡大しても利益率は改善せず、既存の産
業構造から抜け出せないと生産性が低位にとどまる可能性がある。日本企
業の開業率・廃業率は欧米の半分にも満たず、新興企業でさえ機動的なＲ
＆Ｄ投資をしていない。

高市政権のイノベーション政策は、17 の重要技術領域やＡＩ・量子・半
導体など６つの国家戦略技術領域、SBIR の抜本強化、AI for Science、
研究設備の共有、人材育成などを進める点で方向性は正しい。しかし、配
分を測る指標、開業率の目標、撤退規律、高度外国人材の定着への言及が
ない。Ｒ＆Ｄ税制の「増分型×還付型」への組み替え、調達出口に関する

「金額のコミットメント」への変更、高度外国人材の定着と集積の促進、そ
してＲ＆Ｄプロジェクトマネージャーへの権限委譲とサンセット条項の導
入ができれば、日本が「中技術国の罠」から抜け出す重要な政策手段とな
りうる。

１章　はじめに	
２章　日本は「中技術国の罠」に陥っているか
３章　イノベーション政策とは何か
４章　高市政権のイノベーション政策
５章　まとめ：機能するイノベーション政策と日本経済への示唆
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日本は「中技術国の罠」から抜け出せるか

１章　はじめに
新興国が経済発展しても中所得の水準から抜け

出せず、先進国の高所得水準まで届かない「中所
得国の罠（Middle Income Trap）」という議論
がある。最近、これと類似した議論が先進地域の
欧州（本稿で欧州とは断りがない限りＥＵを指
す）において行われている。それは、フロンティ
アにいる米国の技術水準に届かない「中技術国の
罠（Middle Technology Trap）」というものだ。
「中技術国の罠」とは、イノベーション活動が

長期間にわたって自動車セクターを中心とする従
来型の成熟した業種によって支配されている状態
を指し、今、欧州がそうした罠に陥っているので
はないかという議論が盛んになっている。

そしてこの議論はまさに、日本にも当てはまる
可能性がある。かつて日本の成長を支えてきた家
電に加えて、最近では自動車などでも中国等の
キャッチアップで収益率の低下に直面しており、
今、欧州で議論されている「中技術国の罠」に日
本も陥っていることが懸念される 1。

本 稿 で は EU Industrial R&D Investment 
Scoreboard（ＥＵの欧州委員会が提供するデー
タベース）が公表する、世界の研究開発（Ｒ＆Ｄ）
投資額に関する企業の個票データ 2 などを使い、

1）同様の問題意識で書かれた文献として、筆者が確認した限りでは、Bahar et al. [2026] がある。Bahar et 
al. [2026] は、OECD の 2009 年から 2021 年までのＲ＆Ｄデータ（生産性などの他のデータは 2000 年から存在）
を使って日本の「中技術国の罠」を検証している。一方、本稿ではＥＵの欧州委員会が提供するデータベースであ
る EU Industrial R&D Investment Scoreboard の 2003 年から 2024 年までの、より最新かつ長期のＲ＆Ｄ
データで検証している点などに特徴がある。

2）本稿で利用する企業データは、欧州に関する先行研究である Fuest et al. [2024] と同様、世界のＲ＆Ｄ投資
額の上位 2,500 社（45 カ国・地域）を網羅しており、これらの民間企業によるＲ＆Ｄ投資の 80 ～ 90％を占めて
いる。

3）政府の「日本成長戦略」（2026 年 7 月 21 日閣議決定）で言及されている 2024 年のＲ＆Ｄ投資額 20 兆円は実
質値（出所は総務省「科学技術研究調査」）。

4）本稿では「中技術（middle-technology）」を先行研究（Fuest et al. [2024]）に倣って以下の業種と定義した：
自動車及び部品（automobiles & parts）、化学（chemicals）、金融サービス（financial services）、固定通
信（fixed line telecommunications）、産業エンジニアリング（industrial engineering）、工業用金属・鉱
業（industrial metals & mining）、運輸（industrial transportation）、レジャー用品（leisure goods）、
移動通信（mobile telecommunications）、日用品（personal goods）。

日米欧中の企業の業種構成が企業のパフォーマン
スとどのような関係にあるのかを概観する。そし
て、欧州で議論される「中技術国の罠」が日本に
も当てはまるのか、当てはまるならそれを回避す
る方法を検討する。

２章　日本は「中技術国の罠」に
陥っているか

１．欧州以上に「中技術」に偏る日本企業
OECD によると、日本の研究開発投資（以下、

Ｒ＆Ｄ投資）総額は 2024 年に名目 22.1 兆円（う
ち民間は 17.4 兆円）、ＧＤＰ比 3.6％（民間は同
2.9％）に達しており、主要先進国の中でも高い
水準にある 3。しかしながら、日本は生産性の水準
や伸び率がどちらも低い状態にあり、主要先進国
で高い水準にあるＲ＆Ｄ投資の規模と見合ってい
ないという矛盾を抱えている。その背景には何が
あるのだろうか。

図表 2-1 は、日米欧中の民間企業によるＲ＆Ｄ
投資の配分を示したものである。日本や欧州はそ
の約半分が自動車関連などの「中技術」4 に配分さ
れているのが分かる。特に日本は欧州以上にＲ＆Ｄ
投資の配分が中技術に偏っており、自動車関連以
外（化学など）にも広がりを見せているのが特徴だ。
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一方、米国ではＲ＆Ｄ投資の９割弱が、ソフト
ウェア・コンピュータサービス、医薬品・バイオ
テクノロジーなどの「ハイテク」5 に配分されてい
る。中国は米国と欧州・日本の中間であり、Ｒ＆
Ｄ投資は中技術よりハイテクの構成比率が高い。

２．「中技術」は売上規模が拡大しても利
益率は改善しない

中技術に区分される業種では、ハイテクに区分
される業種と比べて売上高営業利益率が低いだ
けでなく、売上規模が拡大しても（売上高上位
10％の企業群を同 50％の企業群と比較しても）
利益率はほとんど改善せず、規模のメリットも活
かせない（図表 2-2）。そのため、中技術への依
存度が高い産業構造から抜け出せない（こうした
経路依存性が強い状況を「罠」と呼ぶ）と、その
国・地域の生産性が低位な状態にとどまる可能性
がある。

5） 脚 注 ４ と 同 様、「 ハ イ テ ク（high-technology）」 を 以 下 の 業 種 と 定 義 し た： 航 空 宇 宙・ 防 衛（aerospace 
& defence）、 代 替 エ ネ ル ギ ー（alternative energy）、 電 子・ 電 気 機 器（electronic & electrical 
equipment）、医療機器・サービス（health care equipment & services）、医薬品・バイオテクノロジー

（pharmaceuticals & biotechnology）、 ソ フ ト ウ ェ ア・ コ ン ピ ュ ー タ サ ー ビ ス（software & computer 
services）、テクノロジーハードウェア・機器（technology hardware & equipment）。なお、「中技術」と「ハ
イテク」のどちらにも区分されない業種は全て「他の技術（others）」と定義した。

３．新陳代謝が進まず、「中技術」に偏り
収益性が低い日本企業

「中技術国の罠」から抜け出す方法の一つに、
企業の新陳代謝を高めて、利益率の高いハイテク
を中心とした企業を増やすことが考えられる。

しかし、図表 2-3 を見ると、2023 年時点の日
本企業の開業率・廃業率は欧米の半分にも満たな
い。さらに時系列データを見ると、直近で廃業率
は以前より高まっているものの、開業率の低下が
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図表 2-1　国・地域別のＲ&Ｄ投資配分
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図表 2-2　技術区分別・売上規模別の利益率
売上高営業利益率（％）

ハイテク 中技術
（注）データは2024年。売上高上位50％および同10％の企業群

の売上高営業利益率の平均値。エラーバーは1σ区間を表す。
（出所）EU Industrial R&D Investment Scoreboard より大

和総研作成
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図表 2-3　日米欧の開業率・廃業率（2023年）

（注）日本は 2023年度の数字。
（出所）厚生労働省、Eurostat、US Census より大和総研作成
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顕著になっている（図表 2-4）。このように足元
の日本では、イノベーションをもたらす企業の新
規参入がさらに停滞している様子が分かる。

次に、日米欧中でＲ＆Ｄ投資を行う企業の年齢
構成と技術区分の分布を比較したものが図表 2-5

である。
日本では、終戦直後の時期を含む 1940 年代を

ピークに 1950 年代以前に設立された伝統的な企
業の割合が高いことが分かる。そうした企業では
中技術への依存度が高いことも確認できる（図表
2-5 左上）。

一方、欧米でＲ＆Ｄ投資を行う伝統的な企業
は一定数存在するが、欧州では 1990 年代から
2000 年代、米国では 2010 年代に設立された企
業の割合が高く、日本と比べると新興企業で多く
のＲ＆Ｄ投資が行われていることが分かる。しか
も、中国を含む海外の新興企業の多くがハイテク
分野でＲ＆Ｄ投資を行っており、企業年齢の面で
も日本と顕著な違いが見られる。

図表 2-4　日本の開業率・廃業率の推移

（出所）厚生労働省より大和総研作成
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図表 2-5　企業設立年別・技術区分別・企業数分布（日米欧中）
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（注 1）2024年のデータが取れる企業の設立年の分布。
（注 2）横軸の設立年は、1900年以降は 10年単位、1900年より前は一つにまとめて表示。
（出所）EU Industrial R&D Investment Scoreboard より大和総研作成
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さらに、企業の利益率は設立年で差があるのか
をみたのが図表 2-6 だ。この図表は日米欧中の直
近 10 年間（2015 年から 2024 年）の売上高営
業利益率（各企業の売上高でウェイト付けした加
重平均値）を、企業の設立年別（10 年単位、設
立年が 1900 年より前の企業はまとめて表示）に
グラフで示している。

すると、米国は主に 1930 年代から 2000 年代
にかけて設立された企業の利益率が他の国・地域
の利益率を上回っていることが分かる。図表 2-5
で見た通り、米国は設立年の古い伝統的な企業の
割合が低いこともあり、そうした企業は利益率が
高く競争力があるために現在でも生き残っている
と考えられる。

一方、日本では 1960 年代以降に設立された比
較的新しい企業の利益率は高めであるが、それ以
前の伝統的な企業の利益率は欧米と比べて低いこ
とが確認できる。1950 年代以前に設立された日
本の伝統的な企業は、利益率の低い中技術に属す
る割合が高いことから、そうした企業の存在感の

大きさが日本企業全体の利益率を抑えている可能
性がある。

４．日本企業はＲ＆Ｄ投資の配分が保守的

Ｒ＆Ｄ投資は、企業が中長期的な市場環境の変
化を見据えて、機動的かつ大胆に変化させる必要
がある。しかし、米中などと比べると、日本企業
の売上高に占めるＲ＆Ｄ投資の割合（以下、Ｒ＆
Ｄ投資比率）はどの業種も過去 20 年間で非常に
固定的であり、ハイテク分野でさえも保守的なＲ
＆Ｄ投資にとどまっているのが現状である。

図表 2-7 は、日米欧中のハイテクに分類され
る内訳業種のＲ＆Ｄ投資比率について、３期間

（2003 年～ 2009 年、2010 年～ 2019 年、2020
年～ 2024 年）における変化を折れ線グラフで見
たものだ。併せて、各内訳業種の売上高営業利益
率の直近３年間（2022 年～ 2024 年）平均値を
棒グラフで示した。

中国のハイテクに分類される内訳業種は、「代
替エネルギー」を除き、どの業種でもＲ＆Ｄ投資
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（注）横軸の設立年は、1900年以降は 10年単位、1900年より前は一つにまとめて表示。
（出所）EU Industrial R&D Investment Scoreboard より大和総研作成
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図表 2-6　企業設立年別・売上高営業利益率（日米欧中）（直近 10年平均） 
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比率が年々大きく上昇しており、これらの業種で
は直近の利益率も高い傾向が見られる。米国も「医
薬品・バイオテクノロジー」「ソフトウェア・コ
ンピュータサービス」「電子・電気機器」などの
内訳業種のＲ＆Ｄ投資比率が年々上昇しており、
やはりそうした業種の直近の利益率は高いことが
確認できる。

一方、日本の場合、ハイテクに分類されるどの
内訳業種でも、Ｒ＆Ｄ投資比率は過去約 20 年で
ほとんど変化が見られない。そして、直近の利益
率も米欧中と比べると概ね低い状態にあり、さら
に内訳業種間の利益率のばらつきも小さい。

この 20 年間、ハイテクは世界全体で非常に大
きな市場環境の変化に直面しており、それに呼応

するように海外の企業はＲ＆Ｄ投資比率を機動的
に上昇させるなどの対応を行ってきた。一方、日
本企業は同じ状況にもかかわらず、ハイテク分野
において機動的なＲ＆Ｄ投資ができていなかった
ことが分かる。

こうした日本企業の保守的なＲ＆Ｄ投資の姿勢
は、ハイテクだけではなく、自動車などの従来型
の成熟（中技術）業種でも同じである。

図表 2-8 は、中技術に分類される内訳業種のＲ
＆Ｄ投資比率と利益率を見たものだ。日本はデー
タの欠損値が多く一定の留保が必要であるが、中
技術のどの内訳業種を見ても、Ｒ＆Ｄ投資比率は
ハイテクと同様に時系列でほぼ変化がなく、やは
り機動的なＲ＆Ｄ投資ができていなかった様子が

医薬品・バイオテクノロジー
医療機器・サービス

テクノロジーハードウェア・機器
ソフトウェア・コンピュータサービス

電子・電気機器
航空宇宙・防衛
代替エネルギー

医薬品・バイオテクノロジー
医療機器・サービス

テクノロジーハードウェア・機器
ソフトウェア・コンピュータサービス

電子・電気機器
航空宇宙・防衛
代替エネルギー

日本 米国

中国欧州

Ｒ＆Ｄ投資比率（％）

売上高営業利益率（％） 売上高営業利益率（％）

売上高営業利益率（％） 売上高営業利益率（％）

Ｒ＆Ｄ投資比率（％）

Ｒ＆Ｄ投資比率（％） Ｒ＆Ｄ投資比率（％）

（注）各グラフのスケールは、折れ線グラフは上軸、棒グラフは下軸で表示。データに欠損値がある箇所は表示されていない。
（出所）European Commission、 EU Industrial R&D Investment Scoreboard より大和総研作成

図表 2-7　ハイテク業種のＲ&Ｄ投資比率と売上高営業利益率（日米欧中）

売上高営業利益率（2022-2024 年平均） Ｒ＆Ｄ投資比率（2003-2009 年平均）
Ｒ&Ｄ投資比率（2010-2019 年平均） Ｒ＆Ｄ投資比率（2020-2024 年平均）
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うかがえる。中技術の内訳業種の利益率も欧米と
比べて総じて低く、利益率の業種間におけるばら
つきも小さい。

一方で、中国と米国は、ハイテクと同じく、中
技術でもＲ＆Ｄ投資比率を大胆に変化させてきて
いる。欧州については、中技術のＲ＆Ｄ投資比率
が時系列でほぼ変化がみられず、この点では日本
と同様の傾向が見られる。

５．新興企業のＲ＆Ｄ投資配分も保守的

以上、見てきたように、日本企業はＲ＆Ｄ投資
の規模は大きいものの、投資先が自動車など成熟
した中技術に偏っており、さらに、中技術のみな

らずハイテクでもＲ＆Ｄ投資比率をあまり変化さ
せない行動が見られる。このことは、日本企業が
新しい技術分野に大胆に資源を移すよりも、既存
事業の改良を優先する傾向があることを示唆して
いる。

経済産業省［2024］によると、米国では利益
率が低下した企業ほど新しい技術分野へ挑戦する
傾向にある。一方、日本企業は利益率が低くても
既存事業を維持するケースが多く、研究開発の内
容も 10 年前と似たテーマに集中する傾向がある
と指摘している。

また、米国では Alphabet（Google）、Amazon、
NVIDIA のような、比較的新しい大手テクノロ

図表 2-8　中技術業種のＲ&Ｄ投資比率と売上高営業利益率（日米欧中）

（注）各グラフのスケールは、折れ線グラフは上軸、棒グラフは下軸で表示。データに欠損値がある箇所は表示されていない。
（出所）European Commission、EU Industrial R&D Investment Scoreboard より大和総研作成
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ジー企業がＲ＆Ｄ投資を急拡大させ、市場全体を
牽引している。一方、日本ではＲ＆Ｄ投資の大半
を設立年の古い大企業が占めている。日本の研究
開発の約９割は大企業によるもので、新しい企業
がＲ＆Ｄ投資を急拡大する構造になりにくい（経
済産業省 [2024]）。

では、日本も他国と同じように新興企業の割合
が高まれば大胆なＲ＆Ｄ投資を行うのだろうか。
結論をいえば、データを見る限り、日本は新興企
業でさえ機動的なＲ＆Ｄ投資をしていないのだ。

図表 2-9 が示す通り、日本は 1960 年～ 1979
年の 20 年間に設立された企業群を除くと、設立

年にかかわらずＲ＆Ｄ投資比率の変化がほとんど
みられない結果となった。これは、新興企業にな
るほど機動的にＲ＆Ｄ投資比率が上昇している米
欧中とは対照的だ。このように日本では、新興企
業でさえもＲ＆Ｄ投資には保守的な傾向が見られ
るのが特徴である。

６．日本のＲ＆Ｄ投資は規模より配分に
問題

以上から、日本企業のＲ＆Ｄ投資の問題は、規
模よりも配分にあると考えられる。設立年の古い
大企業がＲ＆Ｄ投資の中心であり、そうした企業
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図表 2-9　企業の設立年とＲ&Ｄ投資比率の違い（日米欧中）

（注）Ｒ&Ｄ投資比率は各期間の中央値。設立年は 1900 年より前をひとまとめにし、1900 年以降は 20 年単位（例：1900 年から 1919
年まで）でまとめている。データに欠損値がある箇所は表示されていない。

（出所）European Commission、EU Industrial R&D Investment Scoreboard より大和総研作成



12 大和総研調査季報　2026 年 秋季号 Vol.64

ではハイテクを含めて漸次的な投資にとどまるた
めだ。イノベーションを主導すべき新興企業の割
合は低く、その新規参入を促す必要がある。ただ
し日本では、新興企業でさえＲ＆Ｄ投資比率が固
定化しており、その背景には資金調達面の制約が
ある可能性がある。

３章　イノベーション政策とは何か
１．最新研究が示すイノベーション政策
が機能する条件

イノベーションは、今後の日本の経済成長を支え
る最も重要なエンジンである。足元では財政的な
制約が厳しい中、イノベーションを政策的に支援す
るには有効に機能する政策メニューを選択する必
要がある。そこで、３章では最新の経済学の実証
研究より、イノベーション政策 6 が有効に機能する
条件についてエビデンスに基づく知見を紹介する。

最新の研究でイノベーションにおいて効果的
と考えられているのは、「集積性」「知識普及」

「研究生産性」「人的資本」などである。Bloom, 
Van Reenen, and Williams [2019]は、イノベー
ションを最も効果的に刺激するための政策手段に
ついて信頼性の高い実証分析の結果をまとめてお
り、即効性の高い政策としてＲ＆Ｄ税額控除と高
度技能移民の受け入れ、中長期的に有効な政策と
して直接的なＲ＆Ｄ補助金、人的資本供給の拡大、
競争促進と貿易の自由化があるとしている。

まず「集積性」については、Moretti［2021］

6）イノベーション政策と似た概念としては産業政策がある。前者は新しい知識の創出環境を整えることに重点を置
くのに対し、後者はどの産業を育てるかという選択が政策の中心となる。しかし、近年は両者の境界が曖昧になっ
ている。高市政権による産業政策については、例えば末吉・山口・吉井・ビリング [2026] が詳述している。

7）10 の定型化事実とは次の通り：市場集中度の上昇、マークアップの上昇、ＧＤＰに占める利益シェアの上昇、労
働分配率の低下、市場集中と労働分配率の負の相関、フロンティア・後発企業間の生産性格差の拡大、新規参入率
と若手企業のシェアの低下、雇用再配分と流動性の低下、企業成長率の分散の縮小、生産性成長率の鈍化。詳しくは、
Akcigit and Ates [2021] を参照のこと。

が米国の 109,846 人の発明家のパネルデータを
用いて分析したところ、ハイテク分野では発明家
が少数都市に極端に集中（クラスターを形成）し
ており、上位 10 都市がコンピュータサイエンス
で 69％、半導体で 77％、生物学・化学で 59％
の発明家を占めることが分かった。発明家の質を
一定として、仮想的に発明家を地理的に均等に再
配置する政策を行った場合、米国の年間特許生産
量が約 11％減少すると指摘している。地理的な
近接性は知識の伝播や効率的な労働マッチングを
促進し、個人の能力を最大限に引き出す効果があ
る。すなわち、イノベーションには集積の外部性
が存在するため、クラスターは「人為的に分散」
させるとイノベーションの総量を損なう。ただし、
地域間の格差是正の観点からは、薄く広く投資す
るのではなく、複数の限られた地域に集中投資す
る方が有効であることも指摘している。
「知識普及」の停滞もイノベーションを抑制す

る。Akcigit and Ates［2021］は、米国のビジネス・
ダイナミズム低下に関する10の定型化事実 7を整
理し、それらの多くがフロンティア企業から後発
企業への「知識普及」の停滞によって説明されう
るとした。深尾・山崎・原野 [2018] でも日本の
全要素生産性（ＴＦＰ）が低迷している要因とし
て、大企業が生産を海外移転した効果に加えて、
大企業が部品調達と組立を世界展開したため国内
中小企業への技術伝播が途絶えた効果もあると指
摘している。２章では、海外と比べて元々低い日
本の開業率が足元でさらに低下傾向にあることを
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指摘した。これは国内での知識普及をさらに遅ら
せる可能性があり、日本のイノベーションにとっ
てマイナスとなりかねない。イノベーション政策
としては、企業の参入促進・知識移転（模倣・人
材流動）の円滑化などが処方箋となる。

この点で、「Ｒ＆Ｄに対する税額控除」は有効
と さ れ る。Dechezleprêtre et al.［2023］ は、
英国の HMRC（歳入関税庁：HM Revenue and 
Customs）の機密税務データ・全世界特許・財
務諸表を接続し、Ｒ＆Ｄ税制優遇の中小企業向け
規模基準の変更を用いた分析を行った。税優遇は
特許とＲ＆Ｄを因果的に増やし、その効果は最大
７年間持続すること、効果は信用制約の大きい中
小・新興企業で強く、技術的に近接した企業の発
明へのスピルオーバーも検出された。このように
Ｒ＆Ｄ税額控除は大企業ではなく、中小・新興企
業などに傾斜させることが望ましく、スピルオー
バーの観点からは知識移転を促進する共同・委託
研究への優遇措置は正当化されるだろう。
「研究生産性」の低下については、Bloom et 

al.［2020］があらゆる水準（産業・製品・企業）で、
研究者数や研究開発費といった研究投入量が大幅
に増加する一方、研究生産性は急低下していると
指摘している。主にイノベーションの伸び率を示
すＴＦＰ成長率は研究生産性×研究投入量（研究
者数など）で示されるため、一定のイノベーショ
ン維持には①研究者数（人的資本）の確保、②研
究生産性の向上（研究効率の改善）が必要だ。そ
の点、科学的発見を効率よく獲得する方法として
ＡＩを利活用（AI for Science）できれば、②の
研究効率の改善に貢献しうる。そのための鍵とし
て、例えば、データセンターなどの計算資源の確

8）STEM とは、Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Mathematics（数学）の頭文
字をとったものであり、理数系教科・科目のことを指す。

保とデータの共有・標準化などが有効と考えられ
る。

また、①の研究者数の確保の点では、「人的
資本」制約の緩和がイノベーションの促進要因
と な る。 先 述 し た Bloom, Van Reenen, and 
Williams [2019] が指摘するように、イノベー
ションを最も効果的に刺激する即効性の高い政策
としては、高度外国人材の受け入れと定着がある。
Bernstein et al.［2022］の研究では、米国の移
民は発明家に占める割合の 16％だが特許の 23％
を生んでおり、移民発明家は共同研究者（特に米
国生まれ）に強い正のスピルオーバーを与えてい
る。米国のイノベーションへの貢献の半分超が「協
働者へのスピルオーバー」であることから、単に
高度外国人材の頭数を揃えるのではなく、チーム
形成がイノベーションを高める鍵であることを示
している。これは先に述べた、「集積性」「知識普
及」と関係する点だろう。イノベーションの観点
からは、高度外国人材（研究者・起業家・エンジ
ニア）の発明家・スピルオーバー源としての価値
が重要であり、それらの受け入れと定着に向けた
在留・永住・家族・言語環境の抜本的改善と、大
学などでの受け入れ拡大が必要だろう。

同じく、イノベーションの観点から人的資本を
考える際、中長期的に有効な政策となるのは、国
内の才能発掘（早期にイノベーションの環境に触
れること・メンタリング・STEM8 教育の拡大・
機会均等）である。米国の 120 万人の発明家の
特許記録と納税記録をリンクさせたデータに基づ
く分析（Bell et al.［2019］）では、高所得（上
位１％）の家庭の子は、所得が中央値未満の家
庭の子より発明家になる確率が約 10 倍高いこと
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を示しており、この格差は幼少期の数学テストス
コアが同等の子の間でも残る。つまり、遺伝要
因（nature）よりも後天的要因（nurture）が発
明家を増やすには効果的であり、もし幼少期に特
定の技術分野が盛んな地域で育ったり、親などの
近しい人が発明家であったりするようなイノベー
ションに接する環境があれば、女性・マイノリ
ティ・低所得層からも高インパクトの発明をした
であろう人材が現れていたかもしれないと指摘し
ている。こうした才能がありながら環境に恵まれ
ない人々は「ロスト・アインシュタイン（Lost 
Einsteins）」と呼ばれている。もし女性や地方な
どの理工系進学の早期介入・奨学金・メンタリン
グによって国内のロスト・アインシュタインを発
掘できれば、イノベーションにプラスとなる可能
性がある 9。

もちろん、これらの結果の大半は海外のデータ
を用いた分析であってそのまま日本で適用できる
とは限らない。しかし、これらは厳密な分析手法
を使ったエビデンスに基づく研究結果であり、日
本のイノベーション政策を考える上でも参考にな
るものと思われる。

２．米欧日のイノベーション推進体制

以下では米欧日のイノベーション推進体制につ
いて概観する。なお、中国は特殊な形態をとるこ
ともあり、ここでは説明を割愛している。

１）米国
米国のイノベーション推進機関として ARPA 

（Advanced Research Projects Agency）10 型機
関がある。ARPA とは、高リスク・高リターン

9）女性の STEM 人材を増やす上で早期段階での介入が必要な点は、例えば、高須・溝端 [2026] でも指摘している。
10）Advanced Research Projects Agencies（ARPAs）（https://emergingtechpolicy.org/institutions/

executive-branch/arpas/）

（High-risk, High-reward）の研究開発を推進す
る政府機関である。成功すれば産業や社会を大
きく変える「ブレークスルー」が狙えるものの、
①リスクが高い、②成果が出るまで時間がかかる、
③知識の外部性が大きい、といった研究は民間企
業だけでは過少投資になりやすいため、そうした
研究を政府が担うという役割を果たしている。通
常の研究助成機関とは異なり、「失敗を前提に大
胆な研究へ投資する」ことが特徴である。単一の
司令塔ではなく、ミッションを持つ各省庁が自前
の ARPA を持つ分散型のイノベーション創出組
織であり、その省庁自身が技術の「顧客」になる
ため、成果の出口が制度に内蔵されている特徴が
ある。

代表的な ARPA 型機関として、次の４つが挙
げられる。①ＡＩ、半導体、サイバー、宇宙、
ロボティクス、バイオテクノロジーを対象とす
る DARPA（Defense Advanced Research 
Projects Agency）、 ② 脱 炭 素、 蓄 電 池、 電 力
網、水素などのエネルギー技術向けの ARPA-E

（Advanced Research Projects Agency–
Energy）、③先端医療、ワクチン、診断技術、
デ ジ タ ル ヘ ル ス な ど の ARPA-H（Advanced 
Research Projects Agency for Health）、
④ 情 報 機 関 横 断 の 先 端 研 究 を 担 う IARPA

（Intelligence Advanced Research Projects 
Activity）がある。

こうした米国政府による研究開発は「ARPA
モデル」と呼ばれ、以下のような特徴が挙げられ
る。

・�優秀なＰＭ（プログラムマネージャー）への
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大幅な権限委譲
・短期間での資源集中
・高い失敗許容度
・社会実装まで視野に入れた研究マネジメント

ARPA 型機関はミッション志向であるが、政
策部門が研究テーマを細部まで指定する単純な
トップダウン型ではない。ＰＭが研究者や企業と
の対話を通じて技術動向を把握し、自らプログラ
ムの目標と実施方法を設計する「現場起点のトッ
プダウン」という性格を持つ。

しかしながら、ARPA 型機関には成功事例が
多い一方、課題もある。例えば、①多くのプロジェ
クトが失敗する、②税金の無駄だと批判されるこ
とがある、③ PM の裁量が大きく判断ミスの可能
性がある、④政治環境や予算に左右される、とい
う点が指摘されている。つまり、「失敗を許容す
る文化」がないと機能しにくいという点が重要と
される。

２）欧州
欧州では「ＥＵ版 ARPA」構想として、欧州

イ ノ ベ ー シ ョ ン 会 議（European Innovation 
Council、以下 ＥＩＣ）や JEDI（Joint European 
Disruptive Initiative）等がある。

ＥＩＣは公的なスキームであって、ブレーク
スルー技術と破壊的イノベーションを特定・育
成・スケールアップすることをミッションとし
ており（実行部隊は EIC Accelerator）、補助金
だけでなく出資（エクイティ）を組み合わせる点
が欧州の独自要素となっている。一方、JEDI は
破壊的技術の推進を目指す欧州の民間財団型資金
提供機関で、イノベーションの最前線を押し上
げる手法は「卓越性、地理的リターンなし（no 

geographical return）、スピード」を掲げる急進
的なものである。この JEDI は、加盟国の利害調
整が必要なＥＩＣのような公的スキームでは「卓
越性のみで選ぶ」ことが難しいため、それを回避
するために生まれた、という経緯がある。

ＥＩＣはＰＭ制を導入しているものの、その人
数が少ないこともあり権限が弱いという課題が
指摘されている（Fuest et al. [2024]）。さらに、
政府調達が域内で分断されており、米国のような
政府自身が顧客となるような明確な調達出口が弱
い面も課題とされている。ＥＩＣのミッション型
公募が ARPA ほど柔軟ではなく、政治的なテー
マ設定に偏る可能性もある。

３）日本
日本では総合科学技術・イノベーション会

議（Council for Science, Technology and 
Innovation、以下 CSTI）がイノベーション政
策の司令塔となっている。内閣府のＳＩＰ（戦略
的イノベーション創造プログラム、現在は第３期）
やムーンショット型研究開発制度などがあり、こ
れらは米国の ARPA モデルを参照している。

社会実装を見据えた戦略プロジェクトであるＳ
ＩＰでは、各課題にプログラムディレクター（Ｐ
Ｄ）を配置し、省庁横断で研究から社会実装まで
を一体的に推進している。このＳＩＰで扱う研究
開発の社会実装を効果的かつ効率的に推進し、研
究開発と Society 5.0 を橋渡しするものとして
BRIDGE（研究開発と Society5.0 との橋渡しプ
ログラム）がある。

さらに、超長期・超高リスクの挑戦的研究を支
援するムーンショット型研究開発制度でも、野心
的目標の下でＰＭ主導の研究マネジメントが行わ
れている。以上の比較は図表3-1でまとめられる。
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制度設計だけを見ると、日本はＥＵよりも米国
の ARPA に近いといえる。この背景には、「府省
縦割りの克服」という日本固有の課題への処方箋
として導入した点が独自のものといえる。また、
米国が省庁ごとに ARPA を分散させたのとは逆
に、日本は内閣府に一元化して府省を束ねる方向
で設計されている点も特徴だ。さらに日本では、
高齢化、医療、災害対応、モビリティ、ＧＸ（グ
リーントランスフォーメーション）、食料といっ
た社会実装との接続が強いという特徴もある。

しかし、この社会実装が民間頼みという点は、
政府自身が顧客となり、社会実装の段階である調
達出口が明確である米国とは異なっている。また、
プロジェクトの中止判断が働きにくい構造にもあ
る。

４章　高市政権のイノベーション
政策

１．テキスト分析で見る高市政権下のイ
ノベーション政策の特徴

１）統合イノベーション戦略と日本成長戦略
先述のように、日本のイノベーション政策の司

令塔は CSTI である。政府は CSTI の調査審議・
答申を踏まえ、５年ごとに科学技術・イノベーショ
ン基本計画を策定している。直近では 2026 年３
月 27 日に「第７期科学技術・イノベーション基
本計画」を閣議決定しており、「これからの５年
間（筆者注：2026 年度～ 2030 年度）で科学技術・
イノベーションの反転攻勢を図るため、今後の政
策の方向性を明確に示し、講ずべき施策を総合的

図表 3-1　米欧日のイノベーション推進体制の比較
論点 米国 ＥＵ（欧州） 日本

代表プログラム
DARPA（国防）／ARPA-E（エ
ネルギー）／ARPA-H（医療、
2022年設立）など

ＥＩＣ（欧州イノベーション会議、
2021年-2027年で100億ユーロ超）
／ JEDI（ 民 間 発、Technology 
GrandChallenges）

ＳＩＰ第３期（2023年度〜）／
ムーンショット型研究開発制度

統治構造
（司令塔）

省庁分散型。国防・エネル
ギー・医療など各ミッション
省庁が自前のARPAを保有

公的（欧州委員会のＥＩＣ）と民
間財団（JEDI）の併存。加盟国と
の二層構造

内閣府CSTIに一元化。府省の
枠を超えたマネジメントを司令
塔が主導

テーマ設定の方式
強い権限を持つプログラムマ
ネージャー（ＰＭ）主導。小
規模組織でハイリスク・ハイ
リターン研究を選別

チャレンジ公募型。JEDIは「卓越
性・地理的リターンなし・スピード」
を掲げる

CSTIによるトップダウン設定。
ＳＩＰ第３期はSociety5.0か
らバックキャストし、ＰＤ・予
算配分を決定

資金の形態
研究契約・政府調達が中心。
CHIPS法等の大型立法が基礎
研究側を底上げ

補助金＋エクイティ（出資）の組
合せ。EIC Accelerator Openの
2026年予算は4.14億ユーロ

補助金・委託研究が中心。10
兆円大学ファンド運用益による
長期原資も併設

出口
（社会実装）

所管省庁自身が技術の顧客と
なり、政府調達が実需を形成

スケールアップ資金で市場へ。た
だし域内市場の分断が壁

ＳＩＰは社会実装志向、ムーン
ショットは2050年を見据えた
長期目標。出口は制度に内蔵さ
れず

制約要因・課題 政権交代による政策の振れ、
授権額と実歳出額の乖離

加盟国への地理的配分という政治
力学、投資規模の不足（ドラギ報
告書は年最大8,000億ユーロの追
加投資を要請）

中止判断の難しさ、民間投資と
の接続の弱さ、大学側の受け皿
整備

ARPAモデル 
の位置付け

原型。DARPAをモデルに
ARPA-E・ARPA-Hなどへ展開

加盟国分断（geographical return）
を回避するための処方箋

府省縦割りを克服するための処
方箋

（出所）�European Innovation Council、Horizon Institute for Public Service、Joint European Disruptive Initiative、内閣府等よ
り大和総研作成
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に取りまとめたもの」である。
それを受けて、「第７期基本計画の取組を軌

道に乗せることを狙って、主に 2026 年度から
2027 年度までにかけて特に重点を置くべき施策
を取りまとめた年次戦略」として、政府は 2026
年７月 14 日に「統合イノベーション戦略 2026」

（以下、戦略 2026）を閣議決定した。今回発表
された戦略 2026 は、高市政権が掲げる「日本
成長戦略」（2026 年７月 21 日閣議決定）の戦略
17 分野・８つの分野横断的課題の方向性が色濃
く反映されている（図表 4-1）。

以下では、足元の日本の具体的なイノベーショ

11）TF-IDF は、ある文書中の単語の「出現頻度（ＴＦ：Term Frequency）」と「他文書での希少性（ＩＤＦ：
Inverse Document Frequency）」を掛け合わせて、その単語がその文書をどれだけ特徴づけているかを数値化
する指標。

ン政策を概観して、３章までの議論に基づき、高
市政権のイノベーション政策について評価する。

２）「基盤整備×データ活用×人材育成」に
軸足、「基盤実装」「研究産業連携」「人
材育成」強調

まず、高市政権下でイノベーション政策の重点
施策はどのように変化したのだろうか。ここで
は、高市政権以前の 2025 年に公表された統合イ
ノベーション戦略と現下の戦略 2026 の公表文書
の違いを定量的に把握するため、TF-IDF11 とい
う定量的指標を用いて各年に特徴的な言葉を見つ

図表 4-1　「統合イノベーション戦略 2026」の内容
区分 テーマ 主なポイント

全体像・
目標

基 本 的 考 え 方
（６つの柱）

第７期科学技術・イノベーション基本計画（2026年度〜2030年度）を軌道に乗せる年次戦略。
「科学の再興－研究力を国力に」を掲げ、Top10％補正論文数の国際順位を世界13位→10年
以内に世界３位へ。「ヒト・カネ・モノと情報」機能に着眼したレイヤー構造に転換し、 ６つ
の柱を一体推進。

第２章 知の基盤として
の「科学の再興」

基礎研究力を強化。科研費の大幅拡充・全面基金化、若手・博士人材の育成・確保、AI for 
Scienceへの戦略的・集中的投資、国立大学法人運営費交付金など基盤的経費の確保、国立
研究開発法人（国研）の改革。

第３章 技術領域の
戦略的重点化

17の重要技術領域を設定し、うち６領域（ＡＩ・先端ロボット／量子／半導体・通信／バイオ・
ヘルスケア／フュージョンエネルギー／宇宙）を「国家戦略技術領域」として基礎研究から
社会実装まで一気通貫で支援。K Program後継、ＳＩＰ第３期、ムーンショット型研究開
発を推進。

第４章
科学技術と国家
安全保障との
有機的連携

デュアルユース技術の研究開発、オフキャンパス構想によるセキュアな防衛研究基盤の整備、
経済安全保障（重要技術戦略研究所（仮称）を2026年度中に運用開始）、特定研究開発プ
ログラムの研究セキュリティ・サイバー対策の強化。

第５章
産学官を結節す
るイノベーショ
ン・エコシステ
ムの高度化

産学連携と大学の経営力強化、特定分野で高い研究力を持つ新大学群の認定制度を検討、Ｒ
＆Ｄ税制（戦略技術領域型）、スタートアップ支援（グローバル・スタートアップ・キャン
パス構想の運営法人を2027年度早期設立）、地域イノベーション、知財・標準化戦略。

第６章 戦略的科学技術
外交の推進

同盟国・同志国との戦略的連携とグローバル・サウス諸国との連携を同時に進める「デュア
ルトラック・アプローチ」。国際的なルール形成への主体的参画、J-RISE Initiativeによる
国際頭脳循環、ホライズン・ヨーロッパへの準参加。

第７章 推進体制・ガバ
ナンスの改革

政府Ｒ＆Ｄ投資60兆円・官民合わせ180兆円の目標に向けた投資拡充。基盤的経費の確保
と研究大学のマネジメント改革の一体推進、CSTIの司令塔機能強化（e-CSTI／e-Rad、ス
トラテジック・インテリジェンス機能）。

参考
（第３章 

内訳）
17の重要
技術領域

①造船 ②航空 ③デジタル・サイバーセキュリティ ④農業・林業・水産 ⑤資源・エネルギー
安保・ＧＸ ⑥防災・国土強靱化 ⑦先端医療 ⑧製造・マテリアル ⑨モビリティ・物流 ⑩海
洋 ⑪防衛産業 ⑫ＡＩ・先端ロボット★ ⑬量子★ ⑭半導体・通信★ ⑮バイオ・ヘルスケア
★ ⑯フュージョンエネルギー★ ⑰宇宙★　（★＝国家戦略技術領域の６領域）

（出所）内閣府「統合イノベーション戦略2026」より大和総研作成
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け出し、それらをワードクラウドにより比較する
形で可視化した 12（図表 4-2）。

すると、2025 年（図表 4-2 左）は「データ」「分
析」「情報」「教育」「共同」「博士」「事例」「企業」

「デジタル」などが上位で、「基盤整備の運用・実
装設計」に重心があった。「博士」「教育」「人文」「大
学」「法人」が並ぶため、研究力強化や人材パイ
プライン整備を制度面で支える色が強かった。ま
た、「事例」「指標」「公募」が入ることから、施
策の評価運用や実施プロセスの整備に比重があっ
たと解釈できる。つまり、2025 年は全体として
準備・設計・評価のレイヤーが厚く、具体的な実
装の土台づくりに力点があった。

一方、高市政権下の 2026 年（図表 4-2 右）に
は、「省庁」「施策」「重点」「安全保障」「防衛」「投
資」「実装」「領域」が目立ち、重点化と戦略実装
へ重心が移っているのが確認できる。「生成ＡＩ」

「基盤」「国際」「産業」などが同時に上位なため、

12）ワードクラウドの文字の大きさは重要度を表す一方、文字の濃淡については特に意味はない。
13）共起ネットワークとは、大量のテキストから「一緒に出てきやすい（共起しやすい）単語同士」を線で結ぶことで、

文脈を考慮した単語間の関係やテーマ構造を可視化する手法。文章全体の話題やクラスターを直感的に把握できる。
なお、線の長さは見やすさに配慮した便宜上のものであり、特に意味を持たない。

先端技術を国家戦略・経済安全保障・産業競争力
に結びつける方向性が昨年よりも強い印象だ。「我
が国」「認識」「需要」などの語も、単なる技術推
進ではなく、政策実装の対象領域や優先順位の明
確化を示唆している。

以上から、高市政権下のイノベーション政策
では優先度設定と安全保障接続が強化されてお
り、重点施策・実装展開の色が濃いことが分かる。
研究と産業の橋渡しについても、高市政権下の
2026 年の方が政策執行単位（省庁・施策）に寄っ
ていると言えよう。

一方、高市政権下でも継続的に重視されるイノ
ベーション政策を確認するため、今度はテキスト
分析の共起ネットワーク 13 という手法を用いて、
直近２年間のイノベーション政策の類似点を見
た。この手法は、ワードクラウドに出てくる言葉
がどのような文脈で使われているのかを把握でき
るというメリットがある。これらの言葉をつなが

図表 4-2　イノベーション政策における重点施策の変化（左：2025年、右：2026年）

（注）各年の特徴的な用語は２つの文章の TF-IDF の差分から算出した。また、「人工知能」「ＡＩ」などの同一内容を表すと考えられる用
語は一つの用語に統一している。文字の大きさは重要度を表す（大きいほど重要）。文字の濃淡は見やすさを考慮したもので、特に意
味はない。

（出所）内閣府「統合イノベーション戦略」（2025年版・2026年版）より大和総研作成
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りの強いグループに分類すると、類似点として次
の３つのクラスターに分けることができる（図表
4-3）。なお、各クラスターは色分けして示している。

まず、中央に「①政策実装のクラスター」があ
る。高密度なコア（「活用」「基盤」「データ」「生
成ＡＩ」「システム」）の周辺に「整備」「体制」「構
築」「環境」「実装」「実証」などが配置され、制
度整備と実装準備の軸を形成している。政策の実
装面を支える語が密につながって、基盤整備と実
装運用のエンジンの役割が強調されており、両年

のイノベーション政策ともにデータ駆動の実装政
策が中核であることを示している。

次に、右側に「②研究から産業化へのクラス
ター」が見える。「大学」「科学」「産業」「企業」「イ
ノベーション」「経済」などが配置されて、研究
機関と産業側の接続を表す語が集まり、出口志向
の政策ブロックを形成している。例えば、「経済」
は右下に配置されて、産業・地域とつながる出口
側の役割として機能している。つまり、イノベー
ション政策は両年とも、研究成果の社会・産業展

実証

体制

実装

整備

構築

環境

データ

活用

基盤

システム

創出

地域

経済

産業

科学

人材

大学

国際

機関

情報

生成ＡＩ

利用

育成

企業

イノベーション

図表 4-3　直近のイノベーション政策における 3つの重点施策（2025年・2026年）

●：①政策実装のクラスター
●：②研究から産業化へのクラスター
●：③人材・育成のクラスター

（注１）共起ネットワークは、文脈を考慮した単語間の関係やテーマ構造を可視化する手法。文章全体の話題やクラスターを直感的に把握
できる（線の長さは特に意味がない）。各クラスターは色の違いで表現している。

（注２）類似する用語の導出は、2つの文章の TF-IDF が最小となるものを選択。「人工知能」「ＡＩ」などの同一内容を表すと考えられる用
語は一つの用語に統一している。

（出所）内閣府「統合イノベーション戦略」（2025年版・2026年版）より大和総研作成
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開が意識されている。
最後に「③人材・育成のクラスター」が小クラ

スターとして強く出ており、両年とも人材政策が
重要度の高い独立したテーマであることを示して
いる。

一方、「日本成長戦略」は、ＡＩ・半導体、量
子、航空・宇宙、バイオ、資源・エネルギー安全
保障・ＧＸなどを成長の中核と位置付け、17 の
戦略分野と 62 の主要な製品・技術等について「官
民投資ロードマップ」を策定・実行するとしてい
る。柱の一つは研究開発から事業化までの一体
的支援である。SBIR（Small/Startup Business 
Innovation Research）制度の抜本強化とアン
カーテナンシー型（政府が長期契約で購入を約束
し、売上計上を可能にして民間投資を呼び込む手
法）の本格調達により、新興企業の成長と産学官
連携を促す。また、AI for Science の推進や施
設・設備の整備・更新による研究基盤の強化に加
え、博士課程学生・高度専門人材の処遇向上、理
工系人材の拡充、海外展開を支える高度外国人材
の受入れ制度の整備を進める。これらを支えるた
め、「新技術立国・競争力強化」「スタートアップ」

「金融を通じた潜在力の解放」「人材育成」「労働
市場改革」などからなる８つの分野横断的な課題
を掲げ、2040 年度の国内民間設備投資 250 兆円、
2026 年度〜 2030 年度の官民研究開発投資 180
兆円を目標に置く。研究開発、人材、資金、制度
改革を一体的に推進し、先端技術の社会実装と持
続的な経済成長を目指している。

２．イノベーション政策の方向性は正し
いが、４つの課題が残る

本稿の分析から、高市政権のイノベーション政
策を測る基準は次の４つの軸に整理できる。①中技

術からハイテクへＲ＆Ｄを動かせるか（配分転換）、
②新興企業のＲ＆Ｄ投資比率を動かせるか（新陳
代謝）、③集積・知識普及・人的資本・研究生産性
を高められるか、④実装の規律（ＰＭ権限・失敗許
容・調達出口・撤退ルール）を備えられるか、である。

結論を先に述べれば、戦略 2026 と日本成長戦
略はイノベーションの土壌を概ね整え、何を植え
るかも選んだが、根付いたかを測る物差しと、育
たなかったものを抜く仕組みを欠いている。

まず、次の３点からイノベーション政策の方向
性は正しいと考えられる。第一に、技術領域の重
点化と税制である（軸①）。戦略 2026 は日本成
長戦略で示される 17 の戦略分野を十分加味した
重要技術領域を踏まえてＡＩ・先端ロボット、量
子、半導体・通信、バイオ・ヘルスケア、フュー
ジョンエネルギー、宇宙の６領域を「国家戦略技
術領域」として置いた。上位に位置付けられた６
つの国家戦略技術領域は、本稿の分類では概ねハ
イテク側に属し、自動車、造船、鉄鋼、化学など
の中技術分野を直接の対象としていない。Ｒ＆ D
税制の「戦略技術領域型」「大学拠点等強化類型」
も、税制を量の支援から配分の誘導手段に切り替
えたものである。

第二に、調達出口の制度化であり、本稿の評価
軸に照らせば、特に重要な前進と評価できる（軸
④）。日本成長戦略は、政府が中小企業・スター
トアップの研究開発を支援する SBIR 制度を抜本
強化し、売上計上が可能な委託契約の形で実環境
での試験導入・運用まで行うプログラムを創設し、
アンカーテナンシー型で本格調達するとした。日
本の社会実装は民間頼みであるという３章の留保
に初めて正面から応えた施策である。

第三に、研究基盤と国内人材である（軸③）。
戦略 2026 は AI for Science を「『科学の再興』
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の要」とし、研究設備を共用基盤化して「所有」
から「共有」へ転換する。さらに重要なのは日本
成長戦略の「８つの分野横断的課題」である。課
題５（労働市場改革）は転職入職率（2024 年 8.3％
→ 2029 年までに 9.0％）等の目標を置いて知識
普及に応え 14、課題４（人材育成）は工学系学部
の女子学生比率を 2025 年 18％から 2040 年ま
でに 36％とするＫＰＩを置く。女子児童・生徒
に加え保護者・教員を対象に含める点は、Bell et 
al.［2019］が発明家の輩出を左右するとしたイ
ノベーションへの接触（exposure）の経路その
ものであり、課題６（家事等の負担軽減）にあ
る第一子出産前後の女性の継続就業率（2021 年
69.5％→ 2030 年までに 80％）と合わせれば、
女性の人的資本を発明家パイプラインに接続する
二段構えと読める。

しかしながら、足りないのは次の４つの課題へ
の対応だ。第一に、Ｒ＆Ｄ投資配分を測る指標が
ない。日本成長戦略は「圧倒的に足りないのは国
内投資である」と診断するが、２章が示すのはＲ
＆Ｄ総額が 2024 年に名目 22.1 兆円・ＧＤＰ比
3.6％と主要先進国の中でも高い水準にありなが
ら生産性が低いという矛盾、すなわち配分の問題
である。配分比率が固定化されたまま総額だけが
増えれば中技術に約半分が流れ込み、罠はむしろ
強化される。この構造は８つの分野横断的課題の
ＫＰＩを通覧すると明瞭である。労働生産性、実
質賃金、転職入職率、博士課程入学者数などいず
れも投入量か労働の指標であり、Ｒ＆Ｄ投資比率、
ハイテクへの配分比率、開業率に相当する指標が
一つもない。量の診断がＫＰＩ体系全体の構造を
規定している。

14）低生産性企業で滞留する熟練労働者を再配置させるなどの政策が考えられる（Acemoglu et al. [2018]）。
15）政府支援の既得権化を防ぐため、税制優遇や保護措置などの政策の終了期限を予め設定し、その期限が来たら原

則として失効させる仕組み。期限後も継続する場合には、改めて効果を検証した上で延長の判断を行う。

第二に、開業率の目標がない（軸②）。退出・
再編側の機能は課題７（賃上げ環境整備）の中小
Ｍ＆Ａ支援等にあるが、ＫＰＩは実質賃金と中小
企業の生産性であり、再編は賃上げの手段、志向
は「事業承継＝存続」であって、低収益事業から
の退出円滑化ではない。２章で指摘した開業率の
低下に対応する施策とＫＰＩは、８つの分野横断
的課題のいずれにもない。

第三に、撤退規律がない（軸④）。戦略 2026
と日本成長戦略には「中止」「サンセット条項 15」
の語はなく、「投資誘発効果の薄い予算は柔軟
に見直していく」という日本成長戦略にある
PDCA は撤退基準ではない。しかも 17 分野全
体をポートフォリオとして中長期で評価する方
針は、失敗許容と撤退規律を相殺しかねない。
ARPA で失敗許容が機能するのは個別プロジェ
クトの中止判断が迅速に行われるからである。

第四に、高度外国人材の定着（在留資格・永住
要件・家族帯同・子女教育・行政手続の英語化）
に関する記述がない（軸③）。戦略 2026 の国際
頭脳循環は重心が「海外で活躍する日本人研究者
とのネットワーク」にあり、外国籍研究者を招き
定着させる制度改革は、８つの分野横断的課題を
含めても見当たらない。

５章　まとめ：機能するイノベー
ション政策と日本経済への
示唆

日本のＲ＆Ｄ投資比率がこの 20 年間動かない
のは、分子を増やすＲ＆Ｄ投資からの期待収益が
不確実であり、分母から低収益の中技術事業を外
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す圧力が弱いからである。４章で述べた４つの課
題に対応しつつ、既に前進が見られる調達政策の
実効性をさらに高めるため、以下４点を提言する。

まず、①Ｒ＆ D 税制を「増分型×還付型」に
組み替える。現行の総額型のＲ＆ D 税制は、研
究開発費を増加させなくても一定の控除を受け
られるため、既存企業におけるＲ＆Ｄ投資比率の
引上げを促す効果が弱い。また、法人税額控除
を基本とするため、赤字のスタートアップは十分
な恩恵を受けにくい。そこで、過去３年平均を
上回る研究開発支出に高い控除率を適用する増
分型へ軸足を移すとともに、設立 20 年未満など
一定の要件を満たす企業には還付型を導入する。
Dechezleprêtre et al.［2023］が示すとおり効
果は信用制約の大きい中小・新興企業で強い。こ
れが「比率」を直接動かしうる有効な政策と考え
られる。

次に、②調達出口を「金額のコミットメント」
に変える。例えば、政府調達に占める戦略分野・
設立 20 年未満企業からの調達比率に年次の数値
目標を設定し（米国 SBIR の各省一定比率義務＜
set-aside requirement ＞ 16 の日本版）、中小企業
向け研究開発資金が安定的に供給されるように法
律で義務付ける。方針ではなく比率で縛らなけれ
ば、既存の大企業経由に回帰する可能性があるた
めだ。

さらに、③高度外国人材の「定着」と集積を明
記する。国内の才能発掘には既に手が打たれてお
り、残る課題は外国籍人材に絞られる。在留・永
住要件、家族帯同、配偶者就労、子女の英語によ
る教育アクセス、行政手続の英語化をパッケー
ジで改革する。研究環境に加えて、生活基盤上

16）連邦政府が主契約額（Prime Contracts）の 23％以上を小企業へ発注する法定目標を実現するために、特定の
契約を小企業や特定属性企業向けに限定する制度。

の制約が定着を妨げている可能性が高い。そし
て、62 の主要な製品・技術等ごとに中核拠点を
原則２〜３か所に限定して明示し、予算の地理的
集中度をＫＰＩとして公表する。これは Moretti

［2021］の含意から、薄く広くではなく限られた
複数地域へ集中すべきという点と対応している。

そして、④規律と指標を入れ、分母を動かす。
予算の配分変更権・中止権・人事権をＰＤ／ＰＭ
に明示的に委譲し、全支援案件にステージゲート
方式（複数の案件を競争させながら、途中で有望
な方式に絞り込んでいくこと）とサンセット条項

（例：３年で自動失効）を標準装備して中止率を
公表する。失敗許容度を実質的に評価する上で、
中止実績は重要な観測指標となる。併せて、例え
ば、支援対象企業のＲ＆Ｄ投資比率の変化幅、支
援額・調達額に占める設立 20 年未満企業のシェ
ア及び開業率、Ｒ＆ D 税制の適用額の技術区分
別内訳の３指標を PDCA に組み込み、企業別Ｒ
＆Ｄ個票データベースを国内で整備する。同時に、
2026 年７月に経済産業省が公表した「成長投資
ガイダンス」のベストオーナー原則（当該事業の
企業価値を中長期的に最大化することが期待され
る経営主体へ事業を移転すること）を低収益の中
技術事業のカーブアウトを促す実務基準として具
体化する。

以上４点を補うことができれば、戦略 17 分野
は日本が「中技術国の罠」から抜け出す重要な政
策手段となりうる。逆に、支援が既存大企業・既
存産業への分散的支援に終われば、成長投資とい
うより罠の固定化に帰結する懸念がある。
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